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松本市・山形村・朝日村中学校組合 



Ⅰ 令和元年度当組合財務書類４表について 

  

 １ 基準モデルから統一的な基準へ 

当組合の財務書類は、平成２０年度決算から「基準モデル」により作成してきまし

たが、平成２８年度決算からは、総務省の要請に基づき、「統一的な基準」により作

成しています。財務書類の作成方法は、これまで複数の方式が存在しており、地方公

共団体間の比較が容易に行えないことなどから、総務省は、平成２８年度決算まで

に、すべての地方公共団体において、固定資産台帳の整備と複式簿記の導入を前提と

する「統一的な基準」による財務書類の作成を要請していました。 

今後、「統一的な基準」により作成された他団体との指標の比較や経年比較を通じ

て、当組合の財務状況や課題を明らかにし、財政運営の健全化に努めていきます。 

 

 ２ 対象とする会計の範囲 

   当組合では、普通会計（一般会計）で財務書類４表を作成しています。 

 

 ３ 作成基準日等 

   作成基準日は、会計年度の最終日である令和２年３月３１日としました。なお、令

和２年４月１日から５月３１日までの出納整理期間の収支については、基準日までに

終了したものとして取り入れています。 

 

 ４ 財務書類４表の種類 

  ⑴ 貸借対照表（ＢＳ） 

年度末に保有する ア.資産、イ.負債、ウ.純資産を表示したものです。 

ア 資産：将来の世代に引き継ぐ社会資本や、将来現金化することが可能な資産 

イ 負債：地方債など将来の世代の負担となるもの 

ウ 純資産：過去の世代や国・県が負担した将来返済しなくてよい財産 

⑵ 行政コスト計算書（ＰＬ） 

１年間の行政運営コストのうち、資産形成につながらない行政サービスに要した

コストをア.経常費用、イ.経常収益、ウ.臨時損失、エ.臨時利益に区分して表示し

たものです。 

ア 経常費用 

(ア) 人件費：職員給与や議員報酬など 

(イ) 物件費等：消耗品や委託料、使用料、維持補修費、減価償却費など 

(ウ) その他の業務費用：地方債償還の利子など 

(エ) 補助金等：他団体に対する負担金や補助金など 

(オ) 社会保障給付：児童福祉等の扶助費など 



(カ) その他：公課費など 

イ 経常収益 

(ア) 使用料及び手数料：公共施設の使用料など 

(イ) その他：雑入等の諸収入など 

(ウ) 臨時損失：災害復旧費や売却損など臨時に発生する費用 

(エ) 臨時収入：資産の売却益など 

⑶ 純資産変動計算書（ＮＷ） 

純資産（過去の世代や国・県が負担した将来返済しなくてよい財産）が年度中に

どのように変動したかをア.前年度末残高、イ.純行政コスト、ウ.財源、エ.固定資

産等の変動、オ.本年度末残高に区分して表示したものです。 

ア 前年度末残高：前年度の貸借対照表の「純資産の部」 

イ 純行政コスト：行政コスト計算書の純行政コスト 

※ （△）として表記します。 

ウ 財源：地方交付税、分担金・負担金など 

エ 固定資産等の変動：資産の評価額の変動、貸付金等の変動 

※ その内訳については、固定資産等形成分と余剰分（不足分）の正負（プラ

ス・マイナス）が必ず逆になります。 

・資産評価差額：有価証券や出資金等の資産評価差額 

・無償所管換等：無償で譲渡又は取得した固定資産の評価額など 

オ 本年度末残高：本年度末の純資産の額 

⑷ 資金収支計算書（ＣＦ） 

１年間の資金の増減をア.業務活動収支、イ.投資活動収支、ウ.財政活動収支に

区分し、残高を表示したもので、どのような活動に資金が必要であったかを表示し

たものです。 

ア 業務活動収支：行政サービスを行う中で、毎年度継続的に収入、支出されるも 

 の 

イ 投資活動収支：学校施設などの資産形成や投資、貸付金などの収入、支出など 

ウ 財政活動収支：地方債、借入金などの収入、支出など 

 

 

 

 

 

 

 

 



⑸ 財務諸表の関係図 

 

【貸借対照表】 【行政コスト計算書】 
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Ⅱ 財務の状況について 

 １ 貸借対照表（ＢＳ） 

 

 

（単位：円）

【資産の部】 【負債の部】

固定資産 固定負債

有形固定資産 地方債等

事業用資産 長期未払金

土地 退職手当引当金

立木竹 損失補償等引当金

建物 その他

建物減価償却累計額 流動負債

工作物 1年内償還予定地方債等

工作物減価償却累計額 未払金

船舶 未払費用

船舶減価償却累計額 前受金

浮標等 前受収益

浮標等減価償却累計額 賞与等引当金

航空機 預り金

航空機減価償却累計額 その他

その他

その他減価償却累計額 【純資産の部】

建設仮勘定 固定資産等形成分

インフラ資産 余剰分（不足分）

土地 他団体出資等分

建物

建物減価償却累計額

工作物

工作物減価償却累計額

その他

その他減価償却累計額

建設仮勘定

物品

物品減価償却累計額

無形固定資産

ソフトウェア

その他

投資その他の資産

投資及び出資金

有価証券

出資金

その他

長期延滞債権

長期貸付金

基金

減債基金

その他

その他

徴収不能引当金

流動資産

現金預金

未収金

短期貸付金

基金

財政調整基金

減債基金

棚卸資産

その他

徴収不能引当金

繰延資産

0

純資産合計 1,484,328,848

資産合計 負債及び純資産合計 1,550,724,270

0

0

0

0

0

1,550 ,724,270

6,744,944

0

0

0

0

0

6 ,744,944

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

9,976

9,976

0

0

34,170,484

△ 22,289,521

0

0

0

0

0

0

0 1,543,979,326

0 △ 59,650,478

0 0

0 0

0 負債合計 66,395,422

0

0 0

0 2,865,472

0 0

△ 65,830,911 0

0 0

0 0

2,306,860,788 0

△ 1,302,922,548 13,103,810

91,352,591 10,238,338

1,532 ,088,387 0

502,628,467 0

0 0

1,543 ,979,326 53,291,612

1,543 ,969,350 53,291,612

【様式第１号】

貸借対照表
（令和２年３月３１日現在）

科目 金額 科目 金額



２ 行政コスト計算書（ＰＬ） 

    

（単位：円）

経常費用

業務費用

人件費

職員給与費

賞与等引当金繰入額

退職手当引当金繰入額

その他

物件費等

物件費

維持補修費

減価償却費

その他

その他の業務費用

支払利息

徴収不能引当金繰入額

その他

移転費用

補助金等

社会保障給付

その他

経常収益

使用料及び手数料

その他

純経常行政コスト

臨時損失

災害復旧事業費

資産除売却損

損失補償等引当金繰入額

その他

臨時利益

資産売却益

その他

純行政コスト 160,762,505

0

0

0

0

0

0

0

0

964,753

740,915

0

223,838

8,027,280

3,219,113

4,788,167

20,000

414,209

6,440

407,769

160,762,505

0

161,176,714

153,149,434

48,582,483

14,627,477

2,865,472

0

31,089,534

103,602,198

40,286,447

4,339,116

58,976,635

【様式第２号】

行政コスト計算書
自　平成３１年　４月　１日
至　令和２年　３月３１日

科目 金額



３ 純資産変動計算書（ＮＷ） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(単位：円）

固定資産

等形成分

余剰分

（不足分）
他団体出資等分

前年度末純資産残高 1,523,727,590 △ 81,891,787 0

純行政コスト（△） △ 160,762,505 0

財源 130,391,835 0

税収等 129,975,835 0

国県等補助金 416,000 0

その他 0 0

本年度差額 △ 30,370,670 0

固定資産等の変動（内部変動） △ 52,611,979 52,611,979

有形固定資産等の増加 6,364,656 △ 6,364,656

有形固定資産等の減少 △ 58,976,635 58,976,635

貸付金・基金等の増加 0 0

貸付金・基金等の減少 0 0

資産評価差額 0

無償所管換等 72,863,715

他団体出資等分の増加 0

他団体出資等分の減少 0

その他 0 0

本年度純資産変動額 20,251,736 22,241,309 0

本年度末純資産残高 1,543,979,326 △ 59,650,478 0

【様式第３号】

純資産変動計算書
自　平成３１年　４月　１日

至　令和２年　３月３１日

科目 合計

0

1,441,835,803

△ 160,762,505

130,391,835

129,975,835

416,000

0

△ 30,370,670

72,863,715

0

42,493,045

1,484,328,848

0

0



 ４ 資金収支計算書（ＣＦ） 

 

（単位：円）

【業務活動収支】

業務支出

業務費用支出

人件費支出

物件費等支出

支払利息支出

その他の支出

移転費用支出

補助金等支出

社会保障給付支出

その他の支出

業務収入

税収等収入

国県等補助金収入

使用料及び手数料収入

その他の収入

臨時支出

災害復旧事業費支出

その他の支出

臨時収入

業務活動収支

【投資活動収支】

投資活動支出

公共施設等整備費支出

基金積立金支出

投資及び出資金支出

貸付金支出

その他の支出

投資活動収入

国県等補助金収入

基金取崩収入

貸付金元金回収収入

資産売却収入

その他の収入

投資活動収支

【財務活動収支】

財務活動支出

地方債等償還支出

その他の支出

財務活動収入

地方債等発行収入

その他の収入

財務活動収支

前年度末歳計外現金残高

本年度歳計外現金増減額

本年度末歳計外現金残高

本年度末現金預金残高

0

0

0

6,744,944

前年度末資金残高 5,045,430
本年度末資金残高 6,744,944

20,529,396

0

0

0

0

本年度資金収支額 1,699,514

△ 20,529,396

20,529,396

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

△ 6,364,656

6,364,656

130,806,044

129,975,835

416,000

6,440

407,769

0

0

0

0

6,364,656

28,593,566

20,000

102,212,478

94,185,198

48,594,882

44,849,401

740,915

0

8,027,280

3,219,113

4,788,167

【様式第４号】

資金収支計算書
自　平成31年4月1日

至　令和2年3月31日

科目 金額



Ⅲ 附属明細書  
 
 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

①有形固定資産の明細 （単位：円）

②有形固定資産の行政目的別明細 （単位：円）

1,532 ,088 ,387

502 ,628 ,467

0

1 ,003 ,938 ,240

25 ,521 ,680

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

11 ,880 ,963

1 ,543 ,969 ,350

【様式第５号】

0 0合計 0 1,543 ,969 ,350 0 0 0

0 0

 物品 0 11,880,963 0 0 0 0 0

　　建設仮勘定 0 0 0 0 0

0 0

　　その他 0 0 0 0 0 0 0

　　工作物 0 0 0 0 0

0 0

　　建物 0 0 0 0 0 0 0

　　土地 0 0 0 0 0

0 0

 インフラ資産 0 0 0 0 0 0 0

　　建設仮勘定 0 0 0 0 0

0 0

　　その他 0 0 0 0 0 0 0

　　航空機 0 0 0 0 0

0 0

　　浮標等 0 0 0 0 0 0 0

　　船舶 0 0 0 0 0

0 0

　　工作物 0 25,521,680 0 0 0 0 0

　　建物 0 1,003,938,240 0 0 0

0 0

　　立木竹 0 0 0 0 0 0 0

　　土地 0 502,628,467 0 0 0

合計

 事業用資産 0 1,532 ,088 ,387 0 0 0 0 0

58 ,939 ,871 1 ,543 ,969 ,350

区分
生活インフラ・
国土保全

教育 福祉 環境衛生 産業振興 消防 総務

合計 1,597 ,160 ,361 1 ,337 ,851 ,969 0 2 ,935 ,012 ,330 1 ,391 ,042 ,980

0 0

 物品 14,467,843 19,702,641 0 34 ,170 ,484 22,289,521 3,344,566 11 ,880 ,963

　　建設仮勘定 0 0 0 0 0

0 0

　　その他 0 0 0 0 0 0 0

　　工作物 0 0 0 0 0

0 0

　　建物 0 0 0 0 0 0 0

　　土地 0 0 0 0 0

0 0

 インフラ資産 0 0 0 0 0 0 0

　　建設仮勘定 0 0 0 0 0

0 0

　　その他 0 0 0 0 0 0 0

　　航空機 0 0 0 0 0

0 0

　　浮標等 0 0 0 0 0 0 0

　　船舶 0 0 0 0 0

51,735,480 1 ,003 ,938 ,240

　　工作物 30,648,915 60,703,676 0 91 ,352 ,591 65,830,911 3,859,825 25 ,521 ,680

　　建物 1,049,415,136 1,257,445,652 0 2 ,306 ,860 ,788 1,302,922,548

502 ,628 ,467

　　立木竹 0 0 0 0 0 0 0

　  土地 502,628,467 0 0 502 ,628 ,467

附属明細書
１．貸借対照表の内容に関する明細

　※下記以外の資産及び負債のうち、その額が資産総額の100分の5を超える科目についても作成する。

（１）資産項目の明細

本年度償却額
（F)

差引本年度末残高
（D)－（E)
（G)

 事業用資産 1,582 ,692 ,518 1 ,318 ,149 ,328 0 2 ,900 ,841 ,846 1 ,368 ,753 ,459 55 ,595 ,305 1 ,532 ,088 ,387

区分 前年度末残高
（A）

本年度増加額
（B）

本年度減少額
（C）

本年度末残高
（A)＋（B)-（C)

（D）

本年度末
減価償却累計額

（E)



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（２）負債項目の明細

①地方債等（借入先別）の明細 （単位：円）

うち1年内償還予定 うち共同発行債 うち住民公募債

【通常分】 4 3 , 5 3 6 , 0 1 1 8 , 2 8 3 , 5 7 4 9 , 8 0 4 ,1 4 1 2 ,0 4 5 , 2 5 6 2 9 , 0 2 2 , 7 7 1 0 0 0 0 2 ,6 6 3 , 8 4 3

　　一般公共事業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　　公営住宅建設 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　　災害復旧 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　　教育・福祉施設 43,536,011 8,283,574 9,804,141 2,045,256 29,022,771 0 0 0 0 2,663,843

　　一般単独事業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　　その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

【特別分】 1 9 , 9 9 3 , 9 3 9 1 , 9 5 4 , 7 6 4 0 1 9 ,9 9 3 , 9 3 9 0 0 0 0 0 0

　　臨時財政対策債 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　　減税補てん債 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　　退職手当債 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　　その他 19,993,939 1,954,764 0 19,993,939 0 0 0 0 0 0

【その他】 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

合計 6 3 , 5 2 9 , 9 5 0 1 0 , 2 3 8 , 3 3 8 9 , 8 0 4 ,1 4 1 2 2 ,0 3 9 , 1 9 5 2 9 , 0 2 2 , 7 7 1 0 0 0 0 2 ,6 6 3 , 8 4 3

市場公募債 その他種類
地方債等

残高
政府資金

地方公共団体

金融機構
市中銀行

その他の

金融機関



 

②地方債等（利率別）の明細 （単位：円）

63,529,950 62,416,275 0 0 0 1,113,675 0 0

③地方債等（返済期間別）の明細 （単位：円）

63,529,950 10,238,338 9,173,528 7,876,785 7,229,645 26,967,032 2,044,622 0 0

④特定の契約条項が付された地方債等の概要 （単位：円）

地方債等残高 １年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

地方債等残高 1.5％以下
1.5％超
2.0％以下

2.0％超
2.5％以下

2.5％超
3.0％以下

3.0％超
3.5％以下

特定の契約条項が
付された地方債等残高

契約条項の概要

3.5％超
4.0％以下

4.0％超
（参考）
加重平均
利率

５年超
10年以内

10年超
15年以内

15年超
20年以内

20年超



 ２．行政コスト計算書の内容に関する明細

（１）補助金等の明細

名称等

計

市町村教育委員会連絡協議会負担金

福利厚生事業事業主負担金

人事給与システム運用に係る負担金

体育連盟市町村負担金

日本スポ―ツ振興センター災害共済掛金

長野県統計教育研究協議会負担金

長野県公立小中学校事務研究会負担金

長野県中学校吹奏楽連盟負担金

姫路市・松本市中学生交歓キャンプ負担金

長野県中学校長会負担金　

長野県視覚・放送・情報教育研究会郡市会負担金　

長野県学校栄養職員部会負担金

松本市校長会図書館委員会負担金

長野県学校保健会負担金

松本市教頭会調査研究費補助金

松本市校長会調査研究費補助金

教科研究費補助金

長野県学校保健会小・中・特別支援学校保健主事部会負担金

長野県学校保健会養護教諭部会負担金

長野県図書館協会負担金

松本市中学校鑑賞音楽会補助金

１１区中高連絡協議会負担金

教職員ストレスチェック負担金

長野県特別支援教育連盟分担金

東筑摩郡防火管理協会負担金

危険物取扱者保安講習受講料

英語指導助手（ＡＬＴ）負担金

計

（単位：円）

長野県中学校体育連盟

日本スポ―ツ振興センター

長野県統計教育研究協議会

長野県公立小中学校事務研究会

418,220
日本スポ―ツ振興センター災害共済掛

金として

長野県統計教育研究協議会運営に係る
負担金として

3,000
長野県公立小中学校事務研究会運営に

係る負担金として

松本市役所職員課 76,028
人事給与システムにおいて当組合職員

分の運用に係る負担金として

区分 相手先 金額 目的

他団体への公共施設等整備補助金等
(所有外資産分)

市町村教育委員会連絡協議会 6,000

15,040

3,219,113

3,219,113

松本市職員共済組合

市町村教育委員会連絡協議会に係る負

担金として

松本市職員共済組合の福利厚生事業に
係る負担金として

英語指導助手（ＡＬＴ）派遣事業に係る負
担金として

松本市校長会

姫路市・松本市中学生交歓キャンプ運営

に係る負担金として

90,000
長野県中学校体育連盟運営に係る負担
金として

長野県中学校吹奏楽連盟

姫路市・松本市中学生交歓キャンプ運営

委員会

松本市役所学校指導課 2,250,000

2,100

一般社団法人長野県危険物安全協会 4,700

鉢盛中学校

長野県学校保健会小・中・特別支援学校

保健主事部会

長野県学校保健会養護教諭部会

長野県図書館協会

松本市中学校鑑賞音楽会

合計

その他の補助金等

松本市教頭会

2,000
長野県学校栄養職員部会運営に係る負

担金として

東筑摩郡防火管理協会に係る負担金と
して

松本市校長会の調査研究に係る補助金

として

1,500
１１区中高連絡協議会運営に係る負担金

として

3,200
松本市教頭会の調査研究に係る補助金

として

長野県特別支援教育連盟運営に係る負

担金として

長野県学校保健会養護教諭部会運営に

係る負担金として

3,200
長野県図書館協会運営に係る負担金と

して

180,000
松本市中学校鑑賞音楽会運営に係る補
助金として

55,566
鉢盛中学校の教科研究に係る補助金と

して

1,000
長野県学校保健会小・中・特別支援学校

保健主事部会運営に係る負担金として

2,500

東筑摩郡防火管理協会 4,000

危険物取扱者保安講習に係る受講料と

して

長野県学校保健会

6,000
長野県中学校吹奏楽連盟運営に係る負
担金として

1,200

公立学校共済組合 5,577
教職員のストレスチェックに係る負担金と
して

長野県学校保健会運営に係る負担金と

して

26,700
長野県中学校長会運営に係る負担金と
して

6,082
長野県視覚・放送・情報教育研究会運営

に係る負担金として

長野県学校栄養職員部会

500
松本市校長会図書館委員会運営に係る

負担金として

2,000

１１区中高連絡協議会

長野県特別支援教育連盟

20,000

長野県中学校長会

長野県視覚・放送・情報教育研究会

33,000

松本市校長会図書館委員会



 
 

 

 

 
 
 

（１）財源の明細 （単位：円）

会計 区分 財源の内容 金額

地方税 0

地方交付税 129,975,835

地方譲与税 0

129 ,9 75 ,8 35

国庫支出金 0

都道府県等支出金 0

その他移転収入 0

計 0

国庫支出金 238,000

都道府県等支出金 178,000

その他移転収入 0

その他財源調達 0

計 416 ,000

416 ,0 00

130 ,3 91 ,8 35

３．純資産変動計算書の内容に関する明細

一般会計

税収等

小計

国県等補助金

資本的

補助金

経常的

補助金

小計

合計

国県等補助金 地方債等 税収等 その他

純行政コスト 160,762,505 416,000 0 101,382,269 58,964,236

有形固定資産等の増加 6,364,656 0 0 6,364,656 0

貸付金・基金等の増加 0 0 0 0 0

その他 0 0 0 0 0

合計 167,127,161 416,000 0 107,746,925 58,964,236

（２）財源情報の明細 （単位：円）

区分 金額
内訳

（１）資金の明細 （単位：円）

種類 本年度末残高

現金 6,744,944

要求払預金 0

短期投資 0

合計 6, 744 , 944

４．資金収支計算書の内容に関する明細


